
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この入札に参加するには、事前に申込みが必要です。 

 

参加申込期間：令和６年７月16日（火）～令和６年７月26日（金） 

 

 

参加を希望される場合は、この実施要領をよくお読みいただき、内容

を十分理解した上でご参加ください。 

 

 

 

 

 

神戸市都市局地域整備推進課 
 

 

 

 

「郵送型入札」による都市局所管駐車場 

（キャナルタウン中央）の貸付け 
 

実施要領 
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「 郵 送 型 入 札 」 の 主 な 手 順 
（詳細は該当頁を確認してください。） 

Ⅰ 

入 札 参 加 

申 込 み 

質問受付等 

（３～６頁） 

入札参加希望者は、下記の参加申込期間中に入札参加書類を一般書留または簡易書

留にて郵送ください。（ 持参可） 

参加申込期間 令和６年７月 16 日(火)～７月 26 日(金) 午後５時まで(必着) 

送付先 

（問合せ先） 

〒651-0083 

 神戸市中央区浜辺通２-１-30 三宮国際ビル８階 

神戸市都市局地域整備推進課 

※一般書留または簡易書留にて郵送ください。 

※直接持参される場合は、都市局地域整備推進課へお越しください。

(受付時間：午前９時～12時、午後１時～５時：土日祝日を除く) 

入札参加書類 

⑴ 郵送型入札参加申込書兼誓約書(様式１) 

⑵ 印鑑登録証明書 

⑶ 法人登記事項証明書〔履歴事項全部証明書〕(法人の場合のみ) 

⑷ 有料駐車場運営の経験を有することを証する書面 

⑸ 委任状(様式２)及び受任者本人と確認できるもの（運転免許証な

ど）の写し (代理人による入札及び契約を希望する場合のみ)  

⑹国税及び神戸市税を含む地方税に未納の税額がないことの証明書

※ ⑵･⑶は発行後３ヶ月以内のもの 

現地説明会 

令和６年７月 30 日(火)（予定） 

※天候その他の事情により日程は変更になることがあります。 

※実施日時は入札参加申込者へ別途連絡します。 

 

・入札参加申込者のみ参加できます。 

・対象物件について現地の案内を行います。 

・現地説明会では、現地機械設備の設置場所、数量等の現地で確認

できるものを除き質問は受け付けません。機械設備の保守・運用

方法等についての質問は、別途下記の質問受付により質問してく

ださい。 

・現地説明会への出席は、入札の条件となるものではありません。 

質問受付期間 令和６年８月 19 日(月)～８月 23 日(金) 午後５時まで（必着） 

送付方法 

今回の入札に関する仕様書その他について質問がある場合は FAX（任

意の様式）または電子メールのみにより受付します。 

FAX 番号：078-595-6807 

電子メールアドレス: s-kanri@office.city.kobe.lg.jp 
・FAX 発信票、電子メールの件名は「キャナルタウン中央駐車場の貸

付けに関する質問」と記載してください。 

・複数の質問がある場合には、質問ごとに付番してください。 

・FAX・電子メールの送信後、都市局地域整備推進課 

（電話番号：078-595-6740）まで着信確認をしてください。 

回答方法 
回答は仕様書の追補とみなし、令和６年８月 30 日(金)までに、 

すべての入札者参加申込者に対して順次回答予定です。 

 

Ⅱ 

入札保証金 

納 付 

（７～８頁） 

入札参加受付後に、入札保証金の「納入通知書兼領収証書」や「入札書」の書式等

を都市局地域整備推進課より送付いたします。入札保証保険証券を差し入れる場合

を除き、入札書類提出（入札）までに入札保証金を神戸市の公金収納取扱金融機関

で納付してください。 

なお「納入通知書兼領収証書」等入札必要書類が、令和６年８月 28 日（水）中に到

着しない場合は、都市局地域整備推進課までお問い合わせください。 

 

納付期限  令和６年９月 24 日(火)まで 
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Ⅲ 
入  札 

（８～10 頁） 

下記入札期間中に、入札書類を一般書留または簡易書留にて郵送ください。(持参可) 

入札期間 令和６年９月 17 日（火）～９月 24日（火）午後５時まで（必着） 

送付先 上記 Ⅰ入札参加申込み の送付先と同じ 

入札書類 

⑴の書類と、⑵又は⑶の書類を提出してください。 

⑴ 入札書（入札書提出用封筒に封入のこと） 

⑵ 入札保証金を納付する場合 

・入札保証金提出書（必要書類を貼付すること） 

⑶ 入札保証保険証券を差し入れる場合 

・入札保証保険証券差し入れ書 

・入札保証保険証券の原本を封入した封筒 

・使用しなかった入札保証金の「納入通知書兼領収証書」 

 

Ⅳ 
開   札 

（10～11 頁） 

開札日時 令和６年９月 27日（金）午前 10 時 30 分 開始 

開札場所 

神戸市都市局会議室（受付場所：８階 地域整備推進課） 

※入札開始 10 分前までに受付場所へお越しください。 

※開札への参加は任意です。参加を希望する場合は、事前に問い合

わせ先まで、ご連絡ください。また、参加者は１名に限ります。 

Ⅴ 
契 約 

（12 頁～） 

契約に際して、下記の書類等が必要になります。 

必要 書類等 

⑴落札通知書（落札決定後に神戸市より送付します。） 

⑵実印（代理人が契約を締結する場合は「委任状」に押印した代理

人〔受任者〕の届出印） 

※賃貸借契約書に貼付する収入印紙は不要です。 

契約締結期限 令和７年３月 14 日（金）まで 

※履行保証保険証書を差し入れる場合を除き、契約保証金と入札保証金との差額につ

いては、契約締結時までに都市局地域整備推進課が発行する納入通知書により納め

てください。入札手続で納付いただいた入札保証金の全額は、契約保証金に充当し

ます。 

 

Ⅵ 
貸 付 料 等 

の 支 払 い 

貸付料は毎年度年４回の納付となります。 

第１期分は７月 31 日、第２期分は 10 月 31 日、第３期分は 1月 31 日、第４期分は翌

年度４月 30 日が納期限となります。 

 

  

☆ 注 意 事 項 ☆ 

・物件は、物件概要書記載の用途以外には使用できません。 

・用途に関係する設備以外の工作物の築造は認めません。 

・契約終了時には、引き渡し時の状態に原状回復していただきます。 

・各物件の貸付けは、借地借家法第 38 条第１項の規定による定期建物賃貸借契約に規定する賃貸

借契約です。 

・落札後に契約を締結しなかった場合は、入札保証金の返還はできません。 

・入札参加に際しては、本実施要領をよくお読みいただき、また、現況、周辺環境や法令等の制限

などについて十分に調査を行ったうえで、落札後の辞退や契約期間中の撤退がないよう、計画的

に入札に参加してください。 

・落札後の辞退、契約締結後自己の都合で途中解約した契約者は、今後当該物件の入札に参加でき

ません。 
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「郵送型入札」実施要領 
 

【１】事業の概要 

神戸市が所有する駐車場を一定の条件を付けて入札により貸付けます。 

この入札への参加を希望される場合は、この実施要領をよくお読みいただき、次の各事項にご

留意の上、「郵送型入札参加申込書兼誓約書（様式１）」によりお申し込みください。 

 

【２】入札物件  

物件の貸付条件等、詳細は 14・15 頁の「物件概要書」「物件配置図」「契約の概要」、22～36 頁の

「定期建物賃貸借契約書」「キャナルタウン中央駐車場管理運営事業 仕様書」（別紙含む）を確認し

てください。  

 

【３】入札に参加する者に必要な資格 

 次の各号のいずれかに該当する者は、入札に参加することができません。 

⑴ 有料駐車場の運営について経験を有しない者。 

⑵ 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。 

⑶ 国税（法人税又は所得税及び消費税（地方消費税を含む）をいう。）及び地方税（県税・市

税等）について未納の税額がある者。 

⑷ 神戸市における不動産の売却又は貸付けに係る契約手続において次の事項のいずれかに該当

すると認められるときから２年を経過しない者。その者を代理人、支配人その他の使用人又は

入札代理人として使用する者についても、また同様とします。 

ア 競争入札において、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しくは

不正の利益を得るために連合したとき。 

イ 落札者が契約を締結すること又は契約の相手方が契約を履行することを妨げたとき。 

ウ 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。 

エ 落札したにもかかわらず正当な理由がなくて契約を締結しなかったとき。 

オ 神戸市における一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又は契約の

履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

⑸ 借受けた不動産等を、暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために

利用する等公序良俗に反する用に使用しようとする者。 

⑹ 次の事項のいずれかに該当すると認められる者。 

ア 神戸市から直接に又は第三者を経由して不動産を買受け又は借受けた者で、当該不動産に

係る公序良俗に反する使用の禁止の定めに違反した者。 

イ アに該当する法人その他の団体の代表者、理事、取締役、支配人その他これらに類する地

位（以下「代表者等の地位」という。）に現にある者及び違反時にあった者。 

ウ ア又はイに該当する者が代表者等の地位にある法人その他の団体。 

⑺ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規

定する暴力団員、役員若しくは実質的に経営に関与する者が暴力団員である法人等、その他暴

力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団員と社会的に非難されるべき

関係を有している者（神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成 22 年５月 26

日市長決定）第５条に該当する者）。 
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【参考】 

【神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成22年５月26日市長決定）抜粋】 

（暴力団等に関係するかどうかの照会） 

第４条 市長は、必要があると認めるときは、平成22年５月26日付けで兵庫県警察本部長（以

下「本部長」という。）との間で取り交わした神戸市が行うすべての契約等からの暴力団等

の排除に関する合意書に基づいて又は当該合意書の趣旨に基づいて、次に掲げる者に関して

次条各号に定める事項に該当するかどうかにつき、本部長に対して照会を行うものとする。 

(1) 省略 

(2) 公有財産処分等契約に関連して次に掲げる者 

ア 次に掲げる書面を市長に提出した者 

(ｱ) 入札参加申込書 

(ｲ) (ｱ)に掲げるもののほか、公有財産処分等契約について本市の契約の相手方になる

ことを希望する旨の書面 

イ 本市と契約を締結する予定となっている者又は候補となっている者 

ウ 本市が契約を締結した場合にあっては、当該契約の相手方 

エ アからウまでに掲げるもののほか、本市が締結しようとしている契約についての事務

の連絡を行う者その他の関係者 

(3) 省略 

(4) 省略 

(5) 省略 

(6) 前各号に掲げるもののほか、これらの者に準ずる者として市長が認める者 

２ 前項の照会を行う際に本部長に提供する個人情報の取扱いについては、神戸市個人情報保

護条例（平成９年10月条例第40号）の規定に従わなければならない。 

第５条 前条第１項に規定する次条各号に定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 前条第１項各号に掲げる者が法人等である場合にあっては、当該法人等について暴力団

員が、役員として又は実質的に、経営に関与していること。 

(2) 前条第１項各号に掲げる者が個人又は個人事業者である場合にあっては、当該個人又は

個人事業者が暴力団員であること。 

(3) 前条第１項各号に掲げる者が、暴力団員を、相当の責任の地位にある者として使用し、

又は代理人として選任していること。 

(4) 次に掲げる者のいずれかが、自己、自己が経営する法人等、自己が所属する法人等又は

第三者の利益を図るため、又は第三者に損害を与えるために、暴力団の威力を利用してい

ること。 

ア 前条第１項各号に掲げる者 

イ 前条第１項各号に掲げる者が法人等である場合にあっては、当該法人等の役員 

ウ 前条第１項各号に掲げる者に使用される者であって、相当の責任の地位にある者 

(5) 前号アからウまでに掲げる者のいずれかが、暴力団又は暴力団員（以下「暴力団等」と

いう。）に金銭的な援助を行い、その他経済的な便宜を図っていること。 

(6) 第４号アからウまでに掲げる者のいずれかが、暴力団等に関係する事業者であることを

知りながら、当該事業者に下請負又は再委託を行い、その他当該事業者を利用しているこ

と。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、第４号アからウまでに掲げる者のいずれかが、暴力団等と

社会的に非難されるべき関係を有していること。 
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【４】郵送型入札参加申込み 

入札参加希望者は、下記の要領により入札参加申込みを必ず行ってください。 

参加申込期限までに入札参加書類一式が提出先に到着しなかった場合は、入札に参加すること

はできません。 

 

⑴ 郵送型入札参加申込書兼誓約書の記入 

    「郵送型入札参加申込書兼誓約書」（17頁の様式を利用してください。）に必要事項を記載

し、印鑑登録証の印鑑を押印してください。 

    ※「郵送型入札参加申込書兼誓約書」の記入例は、18頁をご参照ください。 

    ※落札後の賃貸借契約の締結は、「郵送型入札参加申込書兼誓約書」に記載された名義でし

か行いません。 

 

⑵ 入札参加書類の提出 

    参加申込期限までに入札参加書類を郵送（一般書留または簡易書留）にて提出してください。 

直接持参される場合は、都市局地域整備推進課までお越しください。 

（電話番号：078-595-6740） 

受付時間：午前９時～12時、午後１時～５時 土日祝日除く 

参加申込期限 令和６年７月 26 日(金) 午後５時まで（必着） 

【提出先】〒651－0083 

      神戸市中央区浜辺通２－１－30 三宮国際ビル８階  

         神戸市都市局地域整備推進課 

    ※一般書留または簡易書留にて郵送ください。 

    ※送付には、21頁の「入札参加書類送付用宛名ラベル」をご利用ください。 

    ※入札参加書類が参加申込期限までに到着しない場合は入札に参加できませんので、余裕を

もって発送してください。 

※入札参加者から一度ご提出いただいた書類は、理由にかかわらず一切返却できません。 

 

⑶ 入札参加書類 

① 郵送型入札参加申込書兼誓約書(様式１）(②の登録印(以下「実印」という)を押印のこと) 

② 印鑑登録証明書（法人の場合は法務局で交付する印鑑証明書）（※１） 

③ 法人登記事項証明書〔履歴事項全部証明書〕（法人の場合のみ）（※１） 

④ 有料駐車場運営の経験を有することを証する書面（※２） 

⑤ 委任状(様式２)及び受任者本人と確認できるもの（運転免許証など）の写し。（※３） 

⑥ 国税及び神戸市税を含む地方税に未納の税額がないことの証明書（※４） 

※１ ②③については、発行後３ヶ月以内のものに限ります 

※２ ・申込者が法人の場合、③登記事項証明書の目的欄に駐車場の運営に関する内容が記載

されている場合は提出不要です。 

・事業パンフレット等の印刷物、申込者が運営するホームページ等、申込者が駐車場運

営事業の経験がわかるもの 

・ホームページ等を印刷したものの場合は、印刷物に当該ページのＵＲＬを記載すること 

※３ 代理人〔受任者〕による入札及び契約を希望する場合のみ提出が必要になります。 
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「委任状」は19頁に添付している様式を利用してください。 

記入例は、20頁をご参照ください。 

※４ ・国税（法人税又は所得税及び消費税（地方消費税を含む））は納税証明書その３の２

またはその３の３（納税地の所轄税務署で発行） 

・神戸市税（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、特別土地保有税、事業所

税、入湯税及び市たばこ税）は滞納が無いことの証明書（新長田合同庁舎２階窓口で

発行）、なお、神戸市に納付すべきすべての確定した市税の証明が必要です。 

・地方税に未納の税額がないこと（未申告の場合を含む）の証明として「地方税に関す

る誓約書兼神戸市税に関する調査に対する承諾書」の提出も可とします。 

・直近（前年分又は前年度分）の状況のわかる証明書をご提出ください。 

⑷ 現地説明会 

・対象物件について現地での案内を行います。 

・現地説明会は、郵送型入札参加申込書兼誓約書を提出した方のみ参加できます。 

・現地説明会への出席は任意です。 

・現地説明会の日時、集合場所は、郵送型入札参加申込書兼誓約書に記載されている担当者

へ連絡します。 

・現地説明会では、機械設備の設置場所、数量、機械の使い方の確認等、現地で確認できる

ものを除き質問は受け付けません。機械設備の保守・運用内容等の契約仕様書内容に関す

るものについての質問がある場合は、次の⑸により質問をしてください。 

 

⑸ 入札に関する質問などの受付 

仕様書等について質疑がある場合は、令和６年８月19日（月）から８月23日（金）までの間

に、FAX または電子メールにより質問を受け付けます。受付方法は次のとおりです。 

① 質問の送付先 

FAX 番号：078-595-6807 

電子メールアドレス: s-kanri@office.city.kobe.lg.jp 

② 様式等 

・質問書の様式は任意としますが、FAX 発信票、電子メールの件名には「キャナルタウン

中央駐車場の貸付けに関する質問」と記載してください。 

・質問は簡潔に記載ください。 

・複数の質問がある場合には、箇条書きとし、質問内容ごとに付番してください。 

③ 質問の送信後の確認について 

FAX、電子メールの方法に関わらず、質問の送信後、都市局地域整備推進課（電話番

号：078-595-6740）まで到着確認をしてください。 

但し、電子メールで質問を送信した場合に限り、質問が到着した旨の電子メール回答

が地域整備推進課からあったときは、電話での到着確認は不要です。 

 

⑹ 質問に対する回答 

回答は仕様書の追補とみなし、８月 30日（金）までに、すべての郵送型入札参加申込書兼誓

約書の提出者に対して順次回答予定です。ただし、質問者の営業秘密に係わる事項等について

は、質問を行った郵送型入札参加申込書兼誓約書提出者にのみ回答することもあります。 
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回答は入札参加申込者の担当者連絡先の電子メール（電子メールが無い場合はFAX）を通じて

行います。８月30日（金）までに回答が届かない場合は、都市局地域整備推進課までお問い合

わせください。 

 

⑺  入札必要書類の送付 

入札参加受付後、入札参加資格の適合を確認した後に、都市局地域整備推進課より下記の入

札に必要な書類を郵送します。（令和６年８月25日(月)頃発送予定） 

① 入札書 

② 入札保証金提出書 

③ 入札保証保険証券差し入れ書 

④ 入札保証金の「納入通知書兼領収証書」 

⑤ 入札書提出用封筒 

⑥ 入札関係書類送付用封筒 

⑦ 入札関係書類作成・提出のチェックリスト 

なお、令和６年８月28日（水）までに書類が到着しない場合は、都市局地域整備推進課（電

話：078-595-6740）までご連絡ください。 

 

⑻ 入札の辞退 

入札参加を辞退される場合は、都市局地域整備推進課（電話番号：078-595-6740）まで連絡

のうえ、入札辞退届を提出してください。その場合、既に提出された書類の返却は一切できま

せん。なお、入札書の提出後は入札の辞退はできません。 

 

【５】入札保証金の事前納付 

入札に参加するには、事前に入札保証金を納めていただくか、入札保証保険証券の差し入れを

行っていただく必要があります。入札保証金を納める場合は下記要領により納付してください。 

 

⑴ 入札保証金額 

￥5,216,000－ 

 

⑵ 納付方法 

神戸市より送付する所定の「納入通知書兼領収証書」により、神戸市の公金収納を取扱って

いる金融機関で納付してください。（納付済みの「納入通知書兼領収証書」の写しが入札書類

提出の際に必要になります。９頁「(2)入札保証金提出書の記載」をご参照ください。） 

 

⑶ 入札保証保険証券 

入札保証金の全額に代えて、本市を被保険者とする入札保証保険金を手配し、その保険証

券を本市に差し入れることができます。入札書類提出の際、保険証券の原本を差し入れてい

ただきますので、入札参加者にて事前にご準備ください。 

※入札保証金を納める場合、入札書類提出期限（令和６年９月24日(火)）までに入札保証金

が納付されていなければ、入札は無効となりますので、余裕をもって納付してください。 
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※入札保証金の納付には、必ず都市局地域整備推進課が送付する「納入通知書兼領収証書」

をご使用ください。それ以外の方法で入札保証金を納付された場合、入札は無効となりま

す。 

※落札できなかった場合の入札保証金の返還方法については、13頁【14】入札保証金の返

還・帰属等をご参照ください。返還には、開札後２～３週間程度かかります。なお、返還

する口座情報に不備があった場合などは、さらに時間を要する場合があります。 

※落札できなかった場合の入札保証保険証券は、入札参加者から返還申し出があれば返還し

ます。詳しくは、都市局地域整備推進課（電話番号：078-595-6740）へお問い合わせくだ

さい。 

    ※落札後に契約を締結しなかった場合、入札保証金及び入札保証保険証券の返還はできませ

ん。また、本件「神戸市都市局所管路外駐車場（キャナルタウン中央駐車場）」にかかる

次回の貸付けに関する入札手続への参加資格は無くなります。さらに今後２年間、本市が

行う他の入札に参加することが出来なくなる場合がありますので、現況、周辺環境や法令

等の制限などについて十分に調査を行ったうえで入札してください。 

    ※入札物件について、現在、本物件について賃貸借契約を締結し、契約保証金を預託してい

る場合は、「入札保証金に関する申出書」を提出することにより、預託している契約保証

金の限度で入札保証金の納付を免除することができます。詳しくは、都市局地域整備推進

課（電話番号：078-595-6740）へお問い合わせください。 

    

【６】入札方法 

入札参加希望者は、９頁「(4)入札書類の提出」に定める必要書類により、下記のとおり入札し

てください。なお、提出された「入札書」の書換え、引換え又は撤回（入札の辞退）を行うこと

はできません。 

※入札必要書類の様式等については、本実施要領に記載しておりません。７頁「(7)入札必要書類

の送付」に記載のとおり、入札参加受付後に送付します。 

 

⑴ 入札書の記載・封入 

① 「入札書」に必要事項を記載し、実印（委任されている場合は、委任状での届出印）を押

印してください。 

※入札金額は15頁「契約の概要」に記載の最低月額貸付価格以上の月額賃料を記載してくだ

さい。最低月額貸付価格に達しない金額をもって入札したとき、その入札は無効となりま

す。 

     ※本物件の賃貸料については、消費税及び地方消費税がかかりますが、入札金額は消費税

（消費税及び地方消費税）を含めずに記載してください。 

     ※金額のはじめの数字の前に必ず「￥」マークを記入してください。 

     ※インク又はボールペン（消しゴム、その他により消すことができないもの）で記入してく

ださい。 

② 「入札書提出用封筒」に発送者等を記入し「入札書」のみを入れて封をしてください。 

③ 「入札書提出用封筒」に実印（委任されている場合は委任状での届出印）で割印をしてく

ださい。なお、割印が無い場合、入札を無効とはしませんが、入札書の偽造・変造等、入札

書に関する理由とした入札手続に関する異議は受け付けません。 
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⑵ 入札保証金提出書の記載（入札保証金を納付する場合） 

① 「入札保証金提出書」に必要事項を記載し、実印（委任されている場合は委任状での届出

印）を押印してください。 

② 納付済の「納入通知書兼領収証書」の写しを「入札保証金提出書」の所定の場所に必ず貼

り付けてください。 

③ 返還用口座の口座番号と名義人の確認できる書類（通帳の表紙の裏面）の写しを「入札保

証金提出書」の所定の場所に貼り付けてください。 

※入札保証金の返還用口座内容については、通帳等により正確に記入してください。記入に誤

りがある場合は、変更届の提出が必要となるなど、返還に日数を要することとなります。 

 

⑶ 入札保証保険証券差し入れ書の記載（入札保証保険証券を差し入れる場合） 

① 「入札保証保険証券差し入れ書」に必要事項を記載し、実印（委任されている場合は委任

状での届出印）を押印してください。 

② 「入札保証保険証券」の原本を定形郵便物（12ｃｍ×23.5ｃｍ以内の大きさ）の封筒に封

入し、その封筒の表面に「入札保証保険証書在中」と記載し、「入札保証保険証券差し入れ

書」にステープラー（ホッチキス）等で留めてください。 

   ※保険証券が大きい場合は、適度な大きさに折るなどして封入してくだい。 

   ※「入札保証保険証券」の封筒には割印は不要です。 

 

⑷ 入札書類の提出 

    「入札関係書類送付用封筒」に下記提出書類を封入のうえ、入札期限までに提出先に到着す

るように郵送（一般書留または簡易書留）にて提出してください。 

直接持参される場合は、都市局地域整備推進課までお越しください。 

（電話番号：078-595-6740） 

受付時間：午前９時～12時、午後１時～５時 土・日・祝日除く 

入 札 期 間 令和６年９月17日（火）～９月24日（火）午後５時まで（必着） 

【提出先】 〒651-0083  

        神戸市中央区浜辺通２－１－30 三宮国際ビル８階  

神戸市都市局地域整備推進課 

          ※一般書留または簡易書留にて郵送ください 
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    【提出書類】 ①入札書提出用封筒（８頁⑴により記載した入札書を封入したもの） 

②次のア又はイの書類 

ア．入札保証金提出書（９頁⑵により記載・作成したもの） 

イ．・入札保証保険証券差し入れ書（９頁⑶により記載・作成したもの） 

・「入札保証保険証券」の原本を入れた封筒、 

・使用しなかった入札保証金の「納入通知書兼領収証書」 

     ※入札書類が入札期限までに到着しない場合は無効となりますので、余裕をもって発送し

てください。 

 

⑸ 入札書類の変更等 

    入札書類を提出した後は、「入札書」の書換え、引換え又は撤回（入札の辞退）をすること

はできません。 

 

【７】開札 

下記の日程により、開札を行います。開札への参加は任意ですが、希望される場合は事前に問

い合わせ先までご連絡ください。また、参加は１名でお願いします。なお、入札参加者以外が開

札会場へ入場することはできません。 

 

⑴ 日時 

令和６年９月27日(金) 午前10時30分より 

 

⑵ 場所 

神戸市中央区浜辺通２－１－30 三宮国際ビル内 都市局会議室 

（受付場所：８階 地域整備推進課）開札開始10分前に受付場所にお越しください。 

 

⑶ 持参物 

開札会場への入場には、事前に連絡をいただいた参加者についての本人の確認ができる写真

付きの証明書（運転免許証、マイナンバーカード等）が必要となりますので、必ずご持参くだ

さい。 

 

⑷ 落札者の決定 

有効な入札のうち、最高の価格をもって入札した者を落札者とします。 

ただし、後日、入札保証金の未納付や入札者の資格の欠如など11頁【８】入札の無効に定め

る事項に該当することが判明した場合は、その者の入札を無効とし、有効な入札のうち次に高

い価格をもって入札した者を落札者とします。 

※同価の場合 

落札者となるべき同価の入札をした者が２者以上あるときは、直ちに当該入札者として

開札会場に参加している者にくじを引かせて落札者を決定します。この場合において、開

札に参加していない者など、くじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務

に直接関係のない神戸市職員にくじを引かせます。 
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⑸ 結果の通知 

    開札結果は、開札日の翌日以降に入札参加者全員に対して郵送します。 

（令和６年10月１日（火）発送予定） 

 

⑹ その他 

    開札会場では、落札者の氏名（名称）及び落札金額を発表します。 

 

【８】入札の無効 

   本実施要領に別に定めるもののほか、次のいずれかに該当する場合は、入札を無効とします。 

○「入札書」が所定の日時を過ぎて到着したとき。 

○「郵送型入札参加申込書兼誓約書」、及び「入札保証金提出書」又は「入札保証保険証券差

し入れ書」の提出がないとき。 

○ 最低月額貸付価格に達しない金額をもって入札したとき。 

○「入札書」の金額その他主要な事項の記載が確認し難いとき。 

○「入札書」に記名及び押印がないとき。 

○「入札書」の金額のはじめの数字の前に「￥」マークがないとき。 

○ 一の入札に対して２通以上の「入札書」を提出したとき。 

○ 入札保証金を納める場合、期限までに納付せず、又はその金額に不足があるとき。 

○ 入札保証金を納める代わりに入札保証保険証券を差し入れる場合、差し入れた入札保証保険

証券の保証額が入札保証金額に満たないとき。 

○ 代理人（受任者）による入札の場合において、「委任状」を提出しないとき。 

○ 入札者及びその代理人（受任者）が他の入札代理人（受任者）となり、又は数人共同して入

札をしたとき。 

○ 入札者の資格のない者が入札したとき。 

○ 本市から交付された「入札書」以外の入札書により入札したとき。 

○ 鉛筆、シャープペンシルその他の訂正の容易な筆記具により「入札書」に記入したとき。 

○「入札書」の金額を訂正した場合において訂正印の押印がないとき。 

○ 上記に掲げるもののほか、特に指定した事項に違反したとき。 

 

【９】入札その他 

⑴ 入札結果の公開 

入札参加者全員の入札額（落札額含む）及び落札者名は、神戸市ホームページにて公開とし

ます。また、落札者が法人の場合は、落札者の所在地及び連絡先（電話番号、担当部署等）を

公開することがあります。 

⑵ 入札の中止 

    不正な入札が行われるおそれがあると認められるとき、又は災害その他入札の実施が困難な

特別の事情が生じた場合は、入札を中止または延期することがあります。 

⑶ 再入札 

    予定していません。 
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【10】契約 

⑴ 賃貸借契約の締結 

落札者は原則として、「契約の概要」（15頁）に記載している貸付期間の賃貸借契約を、神

戸市と締結することになります。賃貸借契約書及び仕様書の予定書式は22～36頁に記載してい

るとおりです。契約締結後は、これを遵守していただくことになりますので事前に確認してく

ださい。 

 

⑵ 必要書類等 

① 落札通知書（落札決定後に神戸市より送付します。） 

② 実印（代理人〔受任者〕が契約を締結する場合は、「委任状」に押印した代理人〔受任

者〕の届出印） 

※入札物件は、施設の貸付に該当するため、賃貸借契約には印紙税はかかりません。収入

印紙の貼付は不要です。 

 

⑶ 契約締結 

下記契約締結期限までに、署名・押印した「賃貸借契約書」を都市局地域整備推進課へ提出

していただきます。 

契約締結期限 令和７年３月 14 日（金）午後５時まで 

 

【11】契約の確定 

契約は、神戸市が落札者とともに「賃貸借契約書」に署名・押印したときに確定します。 

 

【12】契約保証金 

契約保証金は落札額に消費税を加えた額の６ヶ月分です。契約の確定と同時に入札保証金を契

約保証金に充当します。契約保証金に対して不足する額については、追加保証金を都市局地域整

備推進課が送付する所定の「納入通知書兼領収証書」により、契約締結日までに神戸市の公金収

納を取扱っている金融機関で納付してください。なお落札者が、契約締結期限までに契約に応じ

ない場合には、納付した追加保証金は利息を付けずに返還します。 

 

【13】履行保証保険 

契約保証金の全額に代えて、本市を被保険者とする履行保証保険を手配し、その保険証券を本

市に差し入れることができることとします。落札者が履行保証保険の保険証券を差し入れた場合

は、入札保証金は利息を付けずに返還します。 

 

⑴ 履行保証保険の保証対象 

履行保証保険の保証内容は次のとおりとします。 

①未払となった場合の賃料（賃料６か月分は保証すること）及び遅延利息 

（「契約書第７条、第９条」参照） 

②契約終了時に原状回復に要する費用（「契約書第24条第２項」参照） 

③本契約に定める義務の不履行により甲に損害を与えたときの損害賠償額（「契約書第25条

第１項」参照） 
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⑵ 履行保証保険証の返還等 

契約書第４条の契約期間満了前に契約が終了する場合、落札者が負担した履行保証保険の

保険料のうち残期間にかかる保険料相当額についての補償はしません。 

この場合、本契約にもとづく落札者の神戸市に対する債務が発生していない場合、又は発

生した債務について履行保証保険や落札者により本市が全額弁済を受けた場合には、落札者

は当該履行保証保険証書の返還を求めることができます。 

 

【14】入札保証金の返還・帰属等 

⑴ 返還方法 

① 落札者以外の者が納付した入札保証金、及び履行保証保険証券を差し入れた落札者が納付し

た入札保証金は、「入札保証金提出書」に記載された金融機関の口座に振込む方法により、

利息を付けずに返還します。 

② 返還には開札後（契約時に履行保証保険証書を差し入れる落札者については契約の確定後）

２～３週間程度かかります。なお、返還する口座情報に不備があった場合などは、変更届の

提出が必要となるなど、さらに時間を要することがあります。 

 

⑵ 入札保証金の帰属 

落札者が、契約締結期限までに契約の締結に応じない場合には、落札はその効力を失い、落

札者が納付した入札保証金は神戸市に帰属します。 

また、入札保証金の全額に代わり入札保証保険証券を差し入れている場合は、入札保証保険

に係る契約に定める条件に従い、当該契約上認められる範囲内で保険金の支払いを本市が保険

会社に求めることができるものとします。 

 

【15】施設の引渡し 

物件は、契約期間の初日を予定して、現状有姿で現地立会いのうえ引渡します。 

 

【16】注意事項 

入札に参加しようとする方は、本要領に記載された事項について熟知しておいてください。な

お、本件物件の利用制限等については、あらかじめ各自で関係機関にご確認ください。 

 

【17】その他 

次の場合は、本件「神戸市都市局所管路外駐車場（キャナルタウン中央駐車場）」に関し、次

回以降の貸付けに関する入札手続への参加資格は無くなります。 

① 落札後に契約を締結しなかった場合 

② 契約書第21条第１項から第４項にもとづき、契約が解除された場合  
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物件概要書 

 

a 名称：キャナルタウン中央駐車場 

b ビルの所在地：神戸市兵庫区駅南通５丁目１－２ 

c ビルの構造・面積 

構 造    鉄筋コンクリート造地上34階・地下１階（住戸棟部分） 

鉄骨鉄筋コンクリート造地上７階・地下１階建（施設棟部分） 

建築面積   4,878.06 ㎡ 

建築延床面積 50,891.65 ㎡ 

うちＢ101区画の路外駐車場 専有面積 6,107.34㎡ 

ｄ 駐車台数 四輪車専用 190台 特定自動二輪車専用 15台 

 

※物件概要書は、貸付概要を把握するための参考資料です。必ず入札参加者ご自身で諸規制等につい

ては、調査確認を行ってください。 

※面積や地目が、公簿と実測（現況）で相違する可能性がありますが、現況での貸付けとなります。 

 

 

物件配置図 

 

※配置図は、現地調査のための参考資料ですので、道路の整備や建物の新築・解体などにより現況と

相違している可能性があります。現況と異なる場合は、現況を優先します。 
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契 約 の 概 要 

貸付形態 建物賃貸借契約【借地借家法第 38 条第１項の規定による定期建物賃貸借契約】 

貸付期間 

 令和７年(2025 年)４月１日から令和 13 年(2031 年)３月３１日 

※ なお、管理状況が良好な場合、双方から延長の申し出がある場合に限り、令和 17 年

(2035 年)３月 31 日まで契約を延長できるものとする。 

用途  路外駐車場 

最低月額 

貸付価格 

￥1,317,000－（消費税・地方消費税を含まない） 

（この金額未満の入札は無効となります。） 

入札保証金  ￥5,216,000－（落札後は、契約保証金に充当します。） 

特記事項 

・貸付価格（契約金額）は、入札価格に消費税相当額を加えた額とします。経済事情により

消費税が変動する際は、貸付価格に反映させます。 

・貸付対象地は、令和７年３月 31 日まで現借地人に賃貸しており、現賃借人が設置した工作

物等は現賃借人が撤去します。その他の設備等については現状での貸付けとなります。 

・新たに設置する工作物など、落札者が設置・手入れするものは、落札者の費用と負担で契

約終了時までに撤去していただきます。ただし、神戸市が認めた場合にはその限りではあ

りません。 

・料金精算機については、現金とクレジットカード・電子マネーでの対応を標準とします。

また、新規紙幣や新造硬貨への対応も、必須とします。 

・ゲートバー制御機械などの入出庫管理設備、及び料金精算機等の料金精算設備について、

老朽化等により設備更新が必要な場合は、落札者の負担により落札者所有（リース契約に

よる場合を含む）の設備として設置していただきます。 

・入出庫及び料金精算に関する機械設備については、落札者においてカメラ等による車両登

録ナンバー読み取りシステム設備に更新しても構いません。その場合現状設備の撤去・変

更等の費用や、新たに導入する機械設備の設置に関する費用については、落札者の負担に

なります。 

・貸付期間中、貸付対象地内の清掃や投棄ゴミの収集等の清掃を含む管理、車止め等の工作

物の補修等については、すべて落札者の費用と負担で行ってください。 

・上記の工作物・設備の設置、管理業務の詳細については、27 頁「キャナルタウン中央駐車

場管理運営事業 仕様書」及び 32 頁「別紙『業務内容・費用負担区分』」を参照してくだ

さい。 

・いわゆるミニカー（水色のナンバープレートの車両）の受け入れについて、本件物件でも

利用可能となるよう体制を整えてください。 

・本件物件でのミニカーの受け入れに関し、料金精算機・入出庫機器の新設・更新、駐車区

画や動線、料金徴収の方法等の変更が必要となる場合は、甲と協議を行ってください。 
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① 郵送型入札参加申込書兼誓約書（様式１）・同記入例・・・17 頁  

         

② 委任状（様式２）・同記入例・・・・・・・・・・・・・・19 頁 

 

③ 入札参加書類送付用宛名ラベル・・・・・・・・・・・・・21 頁 

 

  

様 式 
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（様式１） 

令和  年  月  日 

神 戸 市 長 宛 

 

                   郵便番号     － 

       郵送型入札参加申込者  住  所 

                   ふ り が な （法人名、代表者名とも） 

氏  名               

      実印 

性  別  男 ・ 女 

                   電話番号 

 

郵送型入札（市有建物貸付）参加申込書兼誓約書 

  

私は、この「郵送型入札」による神戸市都市局所管路外駐車場（キャナルタウン中央）の貸付けの参加資

格、条件、内容等を確認のうえ、参加を申し込みます。落札した場合には申込物件を落札価格にて貸付けし

ていただきますようお願いします。 

なお、私は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に

規定する暴力団員、役員若しくは実質的に経営に関与する者が暴力団員である法人である等、その他暴力団

（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

者（神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成２２年５月２６日市長決定）第５条に該当

する者）に該当しないことを誓約いたします。 

また、上記の事実の確認のため、申請者の個人情報が警察等関係機関に提供される場合があることを承諾

します。 

記 

１ 入札参加申込物件 

名 称：神戸市都市局所管路外駐車場（キャナルタウン中央） 

所在地：神戸市兵庫区駅南通５丁目１－２ 

２ 添付書類 

⑴ 印鑑登録証明書 

⑵ 法人登記事項証明書〔履歴事項全部証明書〕(法人の場合のみ) 

⑶ 有料駐車場運営の経験を有することを証する書面 

⑷ 国税及び神戸市税を含む地方税に未納の税額がないことの証明書 

３ 連絡先（書類送付先） 

 ⑴ 郵便番号 

 ⑵ 住  所  

 ⑶ 担当部署（担当者） 

   （担当者名、電話番号及びFAX番号、携帯電話番号、E-mailアドレス） 
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（様式１） 

【記入例】                          令和○年○月○○日 

神 戸 市 長 宛 

 

                    郵便番号 ○○○－○○○○ 

       郵送型入札参加申込者   住  所 神戸市中央区○○町○丁目○番○号 

                    ふ り が な （法人名、代表者名とも） 

氏  名 株式会社 神戸
こ う べ

不動産
ふ ど うさ ん

 

代表取締役 神戸
こ う べ

 太郎
た ろ う

       実印 

性  別  男 ・ 女 

電話番号 ○○○（○○○）○○○○ 

令和２年１月実施 市有地の貸付け 

郵送型入札（市有建物貸付）参加申込書兼誓約書 

  

私は、「郵送型入札」による神戸市都市局所管路外駐車場（キャナルタウン中央）の貸付けの参加資格、

条件、内容等を確認のうえ、参加を申し込みます。落札した場合には申込物件を落札価格にて貸付けしてい

ただきますようお願いします。 

なお、私は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に

規定する暴力団員、役員若しくは実質的に経営に関与する者が暴力団員である法人である等、その他暴力団

（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

者（神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成２２年５月２６日市長決定）第５条に該当

する者）に該当しないことを誓約いたします。 

また、上記の事実の確認のため、申請者の個人情報が警察等関係機関に提供される場合があることを承諾

します。 

記 

１ 入札参加申込物件 

名 称：神戸市都市局所管路外駐車場（キャナルタウン中央） 

所在地：神戸市兵庫区駅南通５丁目１－２ 

２ 添付書類 

⑴ 印鑑登録証明書 

⑵ 法人登記事項証明書〔履歴事項全部証明書〕(法人の場合のみ) 

⑶ 有料駐車場運営の経験を有することを証する書面 

⑷ 国税及び神戸市税を含む地方税に未納の税額がないことの証明書 

３ 連絡先（書類送付先） 

 ⑴ 郵便番号 ○○○－○○○○ 

 ⑵ 住  所 神戸市〇〇区○○町○丁目○番○号 

 ⑶ 担当部署（担当者） 営業課 兵庫 次郎 

 TEL：078‐〇〇〇‐○○○○、FAX：078‐〇〇〇‐○○○○ 

携帯電話番号：〇〇〇‐〇〇〇‐〇〇〇〇 E-mail：〇〇〇＠〇〇〇〇 

 

記入日 

印鑑証明書のとおりに記載してくださ

い。ふりがなは、法人名・代表者名と

もにもれなく記載してください。 

個人（個人商店主含む）の場合は、印鑑登録

証明書のとおりに記載してください。 

神戸市灘区○○町○丁目○番○号 

灘
なだ

 次郎
じ ろ う

  実印 

原則、神戸市からの連絡は連絡

先の E-mail 宛にします。 
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（様式２） 

令和  年  月  日 

神 戸 市 長 宛 

 

                   郵便番号 

              委任者  住  所 

                   ふ り が な （法人名、代表者名とも） 

氏  名               

      実印 

性  別  男 ・ 女 

                   電話番号 

 

委  任  状 

  

私は、下記の者をもって代理人と定め、「郵送型入札」による神戸市都市局所管路外駐車場（キャ

ナルタウン中央）の貸付け及び契約への参加、賃貸借契約の締結並びにこれらに附帯する一切の権限

を委任します。 

また上記権限の委任に伴い必要となる下記３及び４の事項については委任者及び代理人（受任者）

の双方が確認したことを証します。 

 

記 

 

１ 入札参加申込物件 

名 称：神戸市都市局所管路外駐車場（キャナルタウン中央） 

所在地：神戸市兵庫区駅南通５丁目１－２ 

２ 代理人（受任者） 

  住  所 

  ふ り が な 

   氏  名 

 

  生年月日      年  月  日 

  性  別  男 ・ 女 

電話番号 

 

３ 代理人（受任者）本人が確認できるもの（運転免許証など）の写しを添付してください。 

   

４ 郵送型入札参加資格の確認のために、神戸市が、代理人（受任者）の個人情報を警察等関係機関

への照会資料として使用する場合があることを承諾します。 

 

 

届 出 印 
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【記入例】                              （様式２） 

令和○年○○月○○日 

神 戸 市 長 宛 

 

                    郵便番号 ○○○－○○○○ 

       郵送型入札参加申込者   住  所 神戸市中央区○○町○丁目○番○号 

                    ふ り が な （法人名、代表者名とも） 

氏  名 株式会社 神戸
こ う べ

不動産
ふ ど うさ ん

 

代表取締役 神戸
こ う べ

 太郎
た ろ う

       実印 

性  別  男 ・ 女 

電話番号 ○○○（○○○）○○○○ 

 

委  任  状 

  

私は、下記の者をもって代理人と定め、「郵送型入札」による神戸市都市局所管路外駐車場（キャ

ナルタウン中央）の貸付け及び随意契約への参加、賃貸借契約の締結並びにこれらに附帯する一切の

権限を委任します。 

また上記権限の委任に伴い必要となる下記３及び４の事項については委任者及び代理人（受任者）

の双方が確認したことを証します。 

 

記 

 

１ 入札参加申込物件 

名 称：神戸市都市局所管路外駐車場（キャナルタウン中央） 

所在地：神戸市兵庫区駅南通５丁目１－２ 

 

２ 代理人（受任者） 

  住  所 神戸市中央区○○町○丁目○番○号 

  ふ り が な 

氏  名 管財
かんざい

 三郎
さぶろう

 

 

  生年月日 昭和○○年○○月○○ 

性  別  男 ・ 女 

電話番号 ○○○（○○○）○○○○ 

 

３ 代理人（受任者）本人が確認できるもの（運転免許証など）の写しを添付してください。 

   

４ 郵送型入札参加資格の確認のために、神戸市が、代理人（受任者）の個人情報を警察等関係機関

への照会資料として使用する場合があることを承諾します。 

届 出 印 

記入日 

個人の場合、住所は住民登録をして

いる住所としてください。 

印鑑証明書のとおりに記載してくださ

い。ふりがなは、法人名・代表者名と

もにもれなく記載してください。 

個人（個人商店主含む）の場合は、印鑑登録

証明書のとおりに記載してください。 

神戸市灘区○○町○丁目○番○号 

灘
なだ

 次郎
じ ろ う

  実印 

届出印には、スタンプ印を 

使うことはできません。 
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〇入札参加書類送付用宛名ラベル 

 

 コピーしてご利用ください。 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般書留または簡易書留にて郵送ください。 

 

  

 

〒６５１－００８３ 

 神戸市中央区浜辺通２－１－３０ 

三宮国際ビル８階 

 

神戸市都市局地域整備推進課 行 
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定期建物賃貸借契約書 

 

 貸主 神戸市（以下「甲」という。）と借主         （以下「乙」という。）とは、借

地借家法第３８条第１項の規定による定期建物賃貸借契約（以下「本契約」という。）を、以下のと

おり締結する。 

 

（目 的） 

第１条 甲は、その所有に係る別紙「物件概要書」記載の物件（以下「本件物件」という。）を乙に

賃貸し、乙はこれを甲から賃借する。 

（用途指定） 

第２条 乙は、本件物件を路外駐車場の用途にのみ使用するものとする。 

２ 乙が前項の指定用途に供すべき期日は、令和７年４月１日とする。 

（郵送型入札での条件の遵守） 

第３条 乙は、甲が実施した「『郵送型入札』によるキャナルタウン中央駐車場の貸付け実施要領」、

その他本契約書の使用者内容の条件を遵守しなければならない。 

（契約期間） 

第４条 契約期間は、令和７年（2025 年）４月１日から令和 13 年（2031 年）３月 31 日までとする。

なお、管理状況が良好な場合、甲乙双方から延長の申し出がある場合に限り、令和 17 年（2035 年）

３月 31 日まで契約を延長できるものとする。 

２ 前項の甲乙双方の延長の申し出は、令和 11年（2029 年）10 月 31 日までにしなければならない。 

（物件の引渡し） 

第５条 甲は、前条第１項に定める初日に本物件を乙に引き渡ししたものとする。 

（借地権価格の不存在） 

第６条 甲と乙は、本件物件の賃貸借に関し、借家権価格が発生しないことを相互に確認する。 

（賃 料） 

第７条 賃料は、月額￥●●●，●●●－（消費税・地方消費税相当額は別）とする。ただし、甲は、

契約期間中であっても、近隣地域等における賃料水準、経済事情の変動等により、本件物件の賃料

が不相当と認められるに至ったときは賃料を改定することができるものとする。 

２ 本契約期間の中途において、消費税率が改正されたときは、賃料の消費税額は、改正税率による。 

３ 第 29 条の定めによる場合のほか、本件物件の管理上賃料から相殺すべき事項が生じた場合等、甲

及び乙は確認書により、別途賃料の取扱いについて定めることができる。 

（賃料の支払） 

第８条 乙は、前条の賃料を、次の各号に掲げる賃料の区分に応じ、当該各号に定める支払期日まで

に甲の発行する納入通知書により、甲の指定する金融機関に納付しなければならない。 

 ⑴ 第１期（４月１日から６月 30 日までの期間をいう。）の賃料   ７月 31 日まで 

 ⑵ 第２期（７月１日から９月 30 日までの期間をいう。）の賃料  10 月 31 日まで 

 ⑶ 第３期（10月１日から 12 月 31 日までの期間をいう。）の賃料       １月 31 日まで 

 ⑷ 第４期（翌１月１日から３月 31日までの期間をいう。）の賃料    翌年度４月 30 日まで 

  なお、支払期日が土曜日にあたる場合はその翌々日を支払期日とし、また、支払期日が休日にあ

たる場合は、その翌日を支払期日とする。 
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（遅延利息） 

第９条 乙は、第７条の賃料を第８条の支払期日までに支払わなかったときは、支払期日の翌日から

支払日までの日数に応じ年 14.6％の利率で計算した遅延利息を、甲の発行する納入通知書により甲

の指定する金融機関に納付しなければならない。 

（契約保証金） 

第 10 条 乙は、本契約から生ずる債務を担保するため、保証金として￥●●●，●●●－（消費税込

み月額賃料６ヶ月相当）を、本契約締結と同時に、甲の発行する納入通知書により甲の指定する金

融機関に納付しなければならない。 

２ 甲は、前項の保証金の額が不相当となったときはこれを改定することができるものとし、乙は異

議なくこれに応じなければならない。 

３ 第１項に規定する保証金は、本契約が終了し、かつ、乙が本件物件を返還した場合において、同

項に規定する保証金の額から本契約に基づいて生じた乙の甲に対する債務の額を控除した残額を返

還する。 

４ 保証金は無利息とする。 

（履行保証契約） 

第 11 条 乙は、前条に定める契約保証金の預託に代えて、甲を被保険者とする履行保証保険を手配し、

その保険証券を甲に差し入れることができる。 

２ 前項に定める履行保証保険を付保する場合は、本契約の締結と同時に当該保険証券を甲に差し入

れるものとする。 

３ 履行保証保険の保険期間は、乙と保険会社の協議により決定することができるものとし、当該保

険期間が本契約の満了日までの全期間に及ばないときは、乙は本契約が終了するに至るまで、保険

期間の間断なく、当該履行保証保険が更新又は継続される限り、履行保証保険をもって、前条に定

める契約保証金の代替措置とすることができるものとする。 

４ 第７条の賃料の不払い、第９条の遅延利息、第24条第２項による処置、及び第25条第１項による

損害等、本契約に関し甲に発生した損害について、甲は履行保証保険に係る契約に定める条件に従

い、当該保険契約上認められる範囲内で保険金の支払いを保険会社に求めることができる。 

５ 甲が前項の保険会社から受け取る保険金額が、甲の損害額に不足する場合は、乙は甲に不足額を

支払うものとする。 

（善管注意義務） 

第 12 条 乙は、常に善良なる管理者の注意をもって本件物件を管理しなければならない。 

２ 管理運営の細目については、別紙「キャナルタウン中央駐車場管理運営事業 仕様書」によるも

のとする。 

（紛争等の処理） 

第 13 条 本件物件の使用に伴う第三者との紛争その他の諸問題は、乙の責任と負担において解決する

ものとする。 

（費用負担） 

第 14 条 第２条に規定する路外駐車場の運営等に要する経費に関し、本件物件の維持・管理、保存等

の内容・費用負担については、別紙「業務内容・費用負担区分」のとおりとする。 

（契約不適合責任） 

第 15 条 乙は、本件物件の種類、品質又は数量に関して本契約の内容に適合しないものである場合で

あっても、本件物件の補修、不足分の引渡しによる履行の追完、賃料の減額若しくは損害の賠償の
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請求又は契約の解除をすることができない。 

（転貸等の禁止） 

第 16 条 乙は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を

得た場合はこの限りでない。 

 ⑴ 本物件に抵当権その他一切の権利を設定することができない。 

⑵ 本契約によって取得した権利を譲渡し、又は本件物件を転貸すること。 

 ⑶ 本件物件の用途又は形状を変更すること。 

 ⑷ 本件物件に設備・工作物の新設・付加・除去・改造その他の変更を行うこと。 

（違約金） 

第 17 条 乙は、第２条、第 12 条若しくは前条の規定に違反したとき、又は第 27 条の規定に該当する

ときは、違約金として違反時の月額賃料の 12 か月分に相当する金員を、甲の指定する期日までに甲

の発行する納入通知書により、甲の指定する金融機関に納付しなければならない。 

２ 前項の違約金は違約罰であって、第 25 条に規定する損害賠償額の予定又はその一部とはしないも

のとする。 

３ 第１項の規定は、第 21 条に規定する甲の契約解除権の行使を妨げないものとする。 

（実地調査等） 

第 18 条 甲は、必要と認めたときは、乙の使用状況について質問し、実地に調査し又は参考となるべ

き資料その他の報告を求めることができるものとする。この場合において乙は、調査、報告等を拒

み又は妨げてはならない。 

（通知義務） 

第 19 条 乙は、本件物件の現状に変更があるとき又は変更のおそれがあるときは、直ちに甲に対して

その状況を通知しなければならない。 

（住所等の変更の届出義務） 

第 20 条 乙は、次の各号に該当する事実が発生したときは、直ちにその内容について、書面をもって

甲に通知しなければならない。 

⑴ 代表者（取締役、支店長、その他名称の如何を問わず、法律上貸室を使用し、又は支配するも

の）又は商号を変更したとき 

⑵ 契約書記載の法人の本店・支店等の所在地（個人の場合は住所）が変更したとき 

⑶ 会社の組織を変更したとき 

⑷ 資本構成に重大な変更を加えたとき 

（契約の解除） 

第 21 条 甲は、乙が次のいずれかの義務に違反した場合において、相当の期間を定めて当該義務の履

行を催告したにもかかわらず、期間内に義務の履行がなされないときは、本契約を解除することが

できる。 

⑴ 乙が第 8条の規定に違反して賃料の支払いを３か月以上遅延したとき。 

⑵ 乙が別添「キャナルタウン中央駐車場管理運営事業 仕様書」の「３．(1)甲への報告・書類

の保管等」記載の報告をしないとき 

２ 甲は、乙が次のいずれかの義務に違反した場合において、当該義務違反により契約を継続するこ

とが困難であると認められるに至ったときは、本契約を解除することができる。 

⑴ 乙が第２条の規定に違反したとき。 

 ⑵ 乙が第 16 条の規定に違反したとき。 
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⑶ その他乙が本契約で定めた義務を履行しないとき。 

３ 甲は、乙が次の各号に該当するに至ったときは、催告その他の手続きを要しないで本契約を解除

することができる。 

 ⑴ 第 27 条の規定に該当するとき。 

⑵ 主務官庁から営業停止又は営業免許取消の処分を受けたとき 

⑶ 支払停止又は支払不能の状態となったとき、又は破産、民事再生、会社更生、特別清算の各

開始決定手続を自ら申立て、又は申立てられたとき 

⑷ 乙又は乙の使用人が、著しく甲の信用を失墜する行為を行ったとき、又は著しく秩序を害す

ると認められる行為を行ったとき 

４ 乙は、本契約の締結後契約期間の満了まで、乙の都合による本契約を解除することはできない。

ただし、乙が契約期間満了までの賃料を一括して支払う場合においてはこの限りでない。この場合

であっても、本契約に関する乙の義務は、乙から次の事業者への引き継ぎが完了するまで継続する。 

５ 甲は、契約期間中であっても、本件物件を公用、公共用に供するため必要とするときは、予告の

うえ本契約を解除することができるものとする。 

（契約の失効） 

第 22 条 天災地変その他の不可抗力により本件物件の全部又は一部が滅失し又は毀損し、本契約にも

とづく乙の目的が達せられなくなったときは、本契約は当然に終了する。その場合、甲及び乙は相

互に損害賠償義務を負わないものとする。 

（費用償還請求権の放棄） 

第 23 条 乙は、本件物件に投じた必要費及び有益費があっても、これを甲に請求できないものとする。 

（本件物件の返還及び原状回復義務） 

第 24条 乙は、本契約が終了する日までに（第21条第１項から第４項までの規定に基づき本契約が解

除される場合にあっては、甲の指定する期日までに）、乙の費用をもって本件物件を原状に回復し、

甲に返還しなければならない。ただし、甲が原状に回復することを要しないと認めたときはこの限

りでない。 

２ 甲は、乙が正当な理由なく前項に規定する原状回復義務を怠った時は、乙に代わって現状を回復

するために必要な処置を行うことができるものとする。この場合において乙は甲の処置に要した費

用を負担しなければならない。 

（損害の賠償） 

第 25 条 乙は、本契約に定める義務を履行しなかったため甲に損害を与えたときは、その損害を賠償

しなければならない。 

２ 本契約に基づく駐車場運営業務に伴い駐車場利用者等の第三者に損害を与える場合等のリスクに

備え、乙の負担で保険に加入すること。 

（契約の費用） 

第 26 条 本契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

（暴力団等に対する除外措置） 

第 27 条 本契約締結にあたり乙が提出した郵送型入札（市有建物貸付）参加申込書兼誓約書の記載に

反し、神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成22年５月 26日市長決定）第４条

第１項第２号又は第６号に掲げる者が同要綱第５条各号に掲げる事項のいずれかに該当することが

判明した場合には、甲は乙に対して第17条の規定に基づく違約金の請求、第 21条第３項の規定に基

づく契約の解除を行うことができる。 
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（裁判管轄） 

第 28 条 本契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、本件物件の所在地を管轄する裁

判所をもって、その管轄裁判所とする。 

（疑義の解釈等） 

第 29 条 本契約の各条項の解釈について疑義を生じた場合又は本契約に規定のない事項で解決を要す

る問題が生じた場合は、甲乙双方誠意をもって協議し解決するものとする。 

 

 本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各自その１通を保

有する。 

 

 

   年  月  日 

                           神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

                        甲  神戸市 

                           代表者 神戸市長  久元 喜造  ㊞ 

 

                           住 所 

                        乙 

氏 名              ㊞ 

 

 

 

物件目録 

名 称    神戸市都市局所管路外駐車場（キャナルタウン中央駐車場） 

所在地    神戸市兵庫区駅南通５丁目１－２ 

 

対象物   別紙                のとおり  

 

  

・物件概要書 

・物件配置図 

・賃貸借物件の表示 
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キャナルタウン中央駐車場管理運営事業 仕様書 

 

１．運営に関する条件 

キャナルタウン中央駐車場については，キャナルタウン中央駐車場管理規程及び同施行細則に基づ

き，原則として時間貸による一般利用を行うものとする。 

また，管理運営に際しては，対象物件が存するビルの管理規約を遵守し，管理組合並びに各区分所有

者，テナントとの良好な関係を維持するとともに，物件の存するビル内各施設との相互繁栄を図るも

のとする。 

 

(1)運営体制 

 運営体制に関して、有人体制・無人体制のいずれの体制も可能とする。但し，無人体制で運営す

る場合は，現在有人体制で行っている下記 a～e の業務を補完する対応をとること。 

a. 全日・昼間定期券，サービス券，送迎券の現地販売 

b. 二輪車の対応（料金徴収・入庫管理） 

c. 障害者用公共駐車場減免制度 

   福祉駐車券（神戸市建設局発行・３時間利用料免除）利用者で，利用料免除時間の３時間を越

えて駐車する場合に利用される「長時間駐車承認願」による出庫対応ならびに「長時間駐車承認

願」への駐車場管理運営事業者の押印 

d. 開閉場業務 

e. 場内監視（料金所内での開閉ゲート部モニター監視） 

 
(2)運営時間 

ア．運営時間（現行）：年中無休、0：00～6：00の間は入出場できない。 

 イ．運営時間の変更（24時間化を含む）は、管理組合との協議・承認が必要であり、認められない

場合がある。 

ウ．各駐車場出入庫口のシャッター開閉作業には有人対応が必要であり、駐車場運営開始時間・終

了時間に行う必要がある。 

(3)駐車場利用料 

ア．駐車場利用料（現行） 

   ①普通自動車：110 円/20 分、駐車後 24 時間最大 600 円 

          入出庫できない 0：00～6：00 も課金される。 

   ②自動二輪車：330 円/1 回 

          0：00 以降は 2日目として料金加算。 

イ．利用料金の設定・変更 

利用料金は、ビル来訪者の駐車スペース確保を最優先するため、駐車場利用状況等を考慮し、

近隣の駐車場の料金体系を参考に設定すること。また、料金改定する場合（無料にする場合を

含む）は、別途甲と協議すること。 

ウ．神戸市福祉駐車券による駐車場使用料減免制度 

①神戸市福祉駐車券による駐車場使用料減免制度について、本件物件で対応する必要がある。 
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②神戸市福祉駐車券による駐車場使用料減免制度による駐車場無料処理について、本市から運

営者への駐車料金相当額の補填は行わない。 

③各駐車場の現場対応については、有人対応（例：利用者が出庫時にゲートのカメラへ駐車券

を提示することで、駐車場職員が管理員室等のモニターで確認し、ゲートを遠隔操作する場

合）や、機械対応（例：事前精算機に駐車券読み取り機を設置し対応する場合）等、方法の

如何は問わないが、対応に要する費用（有人対応のための職員配置人件費、機械対応による

場合の読み取り機器設置費等（現在設置している機器の老朽化等による機器更新費用を含

む））は乙の負担とする。 

④本制度の変更等により、新たな機器の設置や設備の更新が必要となる場合は、機器更新等に

要する費用は乙負担によるものとする。 

エ．特定店舗の来店者に対する割引処理等 

特定の店舗の来店者に対する割引処理など優遇措置については、運営事業者の判断により可

能とするが、優遇措置に関する市からの補填は行わない。 

 

 (4)月極利用者について 

ア．現在の利用状況（令和５年 12月時点）：13台 

 現在の月極利用者は上記のとおりとなっているので、現賃借人（転貸人）から地位の移転

を受け、現賃借人と共同して月極利用者に対し必要な通知等を行うこと 

イ．本件駐車場は、「大規模小売店舗立地法（平成 10 年６月３日法律第 91 号）」、及び「建築物

に附置すべき駐車施設に関する条例（昭和 42年３月 22日条例第 54号、平成 27年 3月 31日改

正）での対象施設になっており、来店者用一時貸し駐車区画数について、それぞれを所管する

部署に届出し、届出した区画数を確保しておく必要がある。そのため、原則として保管場所使

用承諾証明書等の発行、新規の月極利用契約としての貸し付けは、不可とする。 

ただし、当該ビルの入居者（店舗・住宅に関わらず）用として必要がある場合等、やむを

得ない場合は、甲と事前に協議のうえ甲の承認により可能とする。 

 

 (5)利用者からの問い合わせ、事故・トラブル・苦情等について 

ア．本物件において発生する事故・トラブル・苦情等の一切について、一次的には運営事業者が対

応すること。なお、事故・トラブル・苦情等への責任・費用負担の分担については、別紙「賃

貸借物件の表示」(都市局所管駐車場（キャナルタウン中央）所有区分及び維持管理更新区分

表)、及び別紙リスク分担表によるので、内容に応じて本市やビル管理者等と連絡・協議を行

い対応すること。 

イ．原則として、駐車場営業時間帯は、現地に必要な人員の配置を行い、利用者からの問い合わせ

や料金精算機・入出庫機器のトラブル等への対応を行うこと。 

ただし、利用者からの問い合わせ、料金精算機・入出庫機器のトラブル等に対して、インター

ホン・その他緊急通話等で対応できる職員を遠隔地に所在する営業拠点等に配置し、現地に人

員を配置しなくても迅速かつ十分な対応が可能となる体制を整えている場合は、現地への人員

配置をしないことも可能とする。その場合であっても、現場への緊急出動が必要と認められた

場合は、概ね 20 分以内に到着し解決にあたること。 

ウ．駐車場運営に関する利用者・近隣者からの苦情・要望が事業者内の適正な部署に速やかに届く

よう、駐車場内に連絡先の案内表示板等を適切に設置し、速やかな対応が可能となるような体
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制をとること。 

エ．駐車場内での事故の発生、機器故障・駐車券の紛失に対する駐車場の利用者からの苦情・要望、

近隣住民等からの駐車場に関する苦情・要望については、適宜甲に対し対応内容や処理結果に

関する報告書を提出すること。 

また、ビル内のエレベーター稼働時間その他、ビル管理者や神戸市での対応が必要な内容につ

いての苦情・要望を聞いた場合、現場職員が聞いた些細な内容であったとしても、神戸市へ報

告可能となる体制を整えておくこと。 

オ．利用者や第三者が関係する事故等が発生した場合は、直ちに安全対策を行い、必要に応じて警

察・救急機関に連絡し、併せて甲に連絡すること。 

  

(6) ミニカー（水色のナンバープレートの車両）・自動二輪車の受け入れ対応について 

ア．現在、いわゆるミニカー（水色のナンバープレートの車両）の受け入れは、現場での係員対応

（場合によっては、インターホンでの対応）を現運営事業者にお願いしており、新規事業者に

おいても、引き続き対応すること。 

イ．自動二輪車については、現在受け入れを行っているため、新規事業者においても引き続き対応

すること。 

ウ．本件物件でのミニカー・自動二輪車の受け入れに関し、料金精算機・入出庫機器の新設・更新、

駐車区画や動線、料金徴収の方法等の変更が必要となる場合は、甲乙協議のうえ決定する。 

なお、現運営事業者が所有する「Ｃ」区分の機械設備を撤去後、新規事業者が新設する機械設

備により、水色ナンバー・自動二輪車を受け入れることまでは、今回の仕様書では求めない。 

 

(7)その他 

ア．駐車場利用料金のうち、現金については適宜料金精算機から回収すること。 

イ．緊急時・災害時における体制を整えておくこと。 

ウ．満空車等の駐車情報を携帯電話等情報端末で閲覧できようにインターネット上に配信すること。 

エ．駐車場出口が住宅用駐車場及び荷捌き通路の出口と共用となっているため，出口の安全対策、

満車時の駐車待ち車両の滞留対策を行うこと。 

オ．不法駐車・放置車両への早期の対応が可能となるよう巡回等により早期発見に努めること。不

法駐車・放置車両への対応は、法的措置等の対応のため甲の協力が必要となる場合を除き、乙

の費用負担により対応すること。 

 

２．施設整備に関する条件 

以下の体制・設備を乙の費用負担により整備すること。 

(1)出庫口には、歩行者等の安全を確保するため、音声付きの出庫灯等の設備を設置する。ゲート

については、不具合や緊急時に運営者が遠隔操作で開閉できるものとすること。 

(2)駐車場の料金表や満空車表示等の表示を設置すること。 

(3)原則、駐車場料金精算機や看板の設置等は、契約履行開始後に行うこと。設置工事期間中は、

安全対策のための整理員等を配置すること。この場合、駐車料金無料処置を行う場合を含め費

用負担は全て事業者とする。 

なお、現賃借人が行う原状回復措置に併せて契約履行開始前に乙が駐車場料金精算機や看板の

設置等を行う場合は、現賃借人と乙の間で、作業のスケジュール、安全対策の責任、作業の責
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任分担等について協議を行い、現賃借人との連名により本市に書面で届出のうえ、承認を得る

こと。 

(4)契約書第 24 条にある原状回復作業期間であっても、駐車場の利用は可能とすること。作業期間

内は、利用者の安全のため整理員を配置すること。この場合の費用負担は全て事業者とする。 

(5)その他、新たに駐車場機器や看板等の設置、本件物件について修繕や原型を変更する行為をし

ようとするとき、使用計画を変更しようとするときは、事前に本市と協議し仕様・スケジュー

ル等を協議のうえ書面による届出のうえ承認を受けること。この場合の費用は全て乙が負担す

る。 

(6)看板その他の表示について、屋外広告物法、神戸市屋外広告物条例に該当する屋外広告物に当

たる場合は、神戸市建設局道路管理課へ必要な届出や許可申請を行うこと。 

また、看板などの設置について、ビル管理者に広告物の設置許可使用申請及び許可使用料の支

払いが必要となる場合があるので、設置の際には確認すること。 

(7)本駐車場での修繕等の工事、清掃等の作業について、駐車場専用区画内であっても、ビル管理

者への届出・協議が必要になる場合がある。不明な場合はビル管理者又は本市に確認し届出等

の漏れが無いようにすること。 

 

３．契約に関する条件 

(1)甲への報告・書類の保管等 

 各年４月 1 日～翌年３月 31 日までの１年間における下記 a～i の実施内容について、翌４月末日

までに別途定める様式により甲に報告すること。 

a. 本件物件の時間貸し駐車（定期利用を含む）の利用状況 

b. 本物件の月極駐車の利用状況 

c. 売上実績 

d. 利用券種別ごとの利用台数 

e. 清掃・修繕の実績等の施設・設備の維持管理状況 

f. 機械式駐車設備、その他設備機器の点検結果 

g. ビル管理者に支払った光熱水費等 

h. 本件物件において発生した事故及びトラブル 

i. その他甲が指示する事項 

 

(2)契約に関するリスク分担 

 本契約第 25 条第２項に規定するリスクを含め、本契約に関するリスクについての分担は「別紙 

リスク分担表」のとおりとする。 

 

(3）法令の遵守 

本件物件の使用にあたっては、契約書記載事項の他、下記ア～ウに定める事項を遵守し、かつ善

良なる管理者の注意義務をもって、本件物件及び建物共用部分（廊下、階段、エレベーター等）を

使用しなければならない。 

ア．「建物の区分所有等に関する法律」及び各ビルの管理者が定めた「ビル管理規約」、「管理

規則」等 

イ．「郵送型入札」による都市局所管駐車場（キャナルタウン中央）の貸付け実施要領、配布資
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料、募集要項に関する質疑の回答 

ウ．その他駐車場運営に関わる関係法令等 

 

 (4)契約終了時における原状回復 

駐車設備等躯体・備品以外の設備機器に関しては貸出時の機能をもって原状とする。 

事業者において造作または設置した設備または什器備品及び前事業者より引き継いだ諸設備に

ついては，神戸市と協議の上，事業者の費用負担により，契約期間満了日までに撤去し，原状に

復すこと。その際，諸設備・什器備品について，神戸市がこれを引き継ぐ場合には，事業者は費

用の請求を行わないこととする。 

 

４．その他の条件 

(1) 駐車場内自動販売機の設置 

本件物件内での飲料水等自動販売機の設置許可は甲が行うものとする。現状は設置していないが、

今後運営事業者が新規で設置する場合は、甲に設置許可申請を行うこと。 

 

(2) 柳原十日えびす大祭臨時警備対応 

柳原蛭子神社を中心に周辺一体で行われる「柳原十日えびす大祭（３日間/年）」開催時の場内ト

イレ利用者の安全対策。利用者と車両の接触防止等の警備対応を行うこと。 

 

(3) 業務の引き継ぎ 

乙は、契約期間の満了または契約の解除等により、本事業を別の事業者に引き継ぐ必要が生じた

場合は、円滑に引き継がれるように協力すること。 

 

(4)「神戸市国民保護計画」に基づく一時避難施設 

本件物件は、神戸市国民保護計画に基づき、緊急対処事態における武力攻撃に対する一時避難施

設に指定されている。緊急対処事態が発生した際には、避難者の受け入れ等に協力すること。 

【参考】 神戸市国民保護計画 

https://www.city.kobe.lg.jp/a96681/415360128287.html 
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別紙「業務内容・費用負担区分」 

 

【業務内容】 

１．清掃業務  

(1) 弁当ガラその他ゴミが放置されている場合は適宜除去すること。 

(2) 鳩・犬猫その他動物の糞尿・死骸、飲食物のこぼし、駐車車両等からのオイル漏れ等、床

面・壁面・天井部に汚れが発生した場合は直ちに清掃を行うなど、衛生環境の保全に努めるこ

と。 

(3) トイレでは、トイレットペーパー、洗面台手洗い用洗剤の補充、便器・手洗い器・鏡・床等

の清掃を行い、良好な衛生環境の保全をおこなうこと。 

(4) 上記(1)～(3)に要する費用は乙負担とする。 

 

【設備の設置・保全：別紙「賃貸借物件の表示」における A 区分の資産区分に関する取扱い】 

１．駐車料金精算機等 

 (1) 駐車料金の支払方法として、現在の料金精算機では、現金、クレジットカード、電子マネー

（交通系を含む）での対応となっているため、契約開始時には最低限上記の支払い方法を搭載

すること。 

①対応する電子マネー等については、①「クレジットカード」、②「ＰｉＴａＰａを除く交

通系ＩＣ」を必須とし、すべての精算機・事前精算機を対象とすること。 

②料金精算機には対応可能な電子マネー及び支払方法等について、利用者向けの案内を表示

すること。 

(2) 新規紙幣・新造硬貨について、料金精算機等での対応を行うこと。 

(3) カメラ式による入出庫システムの導入等、本契約の業務を行うにあたり乙が新たな設備の設

置を希望する場合は、甲と事前に協議し甲から書面による承認を受けたうえで、乙所有の設備

として設置することができるものとする。 

(4) ゲートバー制御機械などの入出庫管理設備、及び料金精算機等の料金精算設備について老朽

化等による理由を含め更新が必要な場合は、乙の費用負担により設置すること。更新した設備

については、別紙「賃貸借物件の表示」の「所有区分」・「維持管理更新区分」を「Ｃ区分：

乙（賃借人）」として取り扱うこととする。 

なお、入出庫管理設備及び料金精算設備の更新をリース契約により対応しても構わないが、

契約終了時に次期駐車場運営事業者へ事業を引き継ぐ際には、リース契約を引き継ぐか、設備

の撤去を行うか、次期駐車場運営事業者と協議のうえ対応すること。 

(5) 上記(1)～(4)に要する費用は乙が負担する。 

２．鳩除けネット 

(1) 駐車場で鳩が発見された場合には、直ちに甲へ連絡すること。 

(2) 鳩除けネット設置費用は甲の負担とする。 

３．その他機械・設備保守管理 

(1) 照明灯、その他駐車場運営業務に必要な機械・設備の日常的な点検管理を乙負担で行うこ

と。 

(2) 本件物件の機械・設備に関し、電球玉替え等の消耗品に要する費用は乙負担とする。 
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(3) 本件物件の機械・設備に関し、部品の交換・修繕等によって財産価値を高めないものについ

ては、乙の負担とする。 

(4) 本件物件（ゲートバー制御機械などの入出庫管理設備、料金精算機等の料金精算設備に限

る）の部品の交換、修繕、改修若しくは更新によって財産価値を高めるものであっても、乙の

負担とし、設備の更新にあたるものについては、乙所有とする。 

(5) 本件物件（ゲートバー制御機械などの入出庫管理設備、料金精算機等の料金精算設備を除

く）の部品の交換、修繕、改修若しくは更新によって財産価値を高めるものについては、1件

当たり 30万円以下の場合は、乙の負担とする。この場合、乙の費用負担であっても甲の所有

とする。 

(6) (1)～(5)以外のものについては、甲の費用負担とする。ただし、緊急を要するものですぐに

は甲での対応ができないものについては、甲の費用負担の方法・時期等について甲乙の協議の

うえ乙が対応できるものとする。 

 

【設備の設置・保全：別紙「賃貸借物件の表示」における B 区分の資産区分に関する取扱い】 

１．B 区分の資産についてはビルの所有であり、事故の原因究明等のためカメラ画像等が必要な場

合は各ビル管理者への依頼が必要となる。またその際、特別な機械の設定や処理等が必要となり費

用が発生する場合があり、乙の負担になる場合がある。 

 

【運営に関する費用】 

１．本件物件に関し、駐車場として運営するために必要な経費（光熱水費・衛生処理・清掃等その

他本件物件の維持管理に必要な費用）は、乙が負担するものとする。なお、このうち各ビル管理

者等から駐車場専用区画分として請求されるものについては、当該ビル管理者等が指定する方法

よって納期限までに乙が直接支払うものとする。 

２．本件物件に関する区分所有者としてビル管理者等へ支払う必要がある管理費・修繕積立金につ

いては、甲の負担とする。 

３．案内看板等の取り扱い 

(1) 駐車場表示看板、満車・空車表示、場内誘導、注意喚起・利用案内に関する表示、その他掲

示物については、入出庫口、駐車場内の必要な場所に設置すること。 

(2) 設置された看板、表示、掲示物については、乙所有「Ｃ区分：乙（賃借人）」とする。 

(3) 設置された掲示物については、日焼け・色あせ・老朽化等により記載内容の読み取りしにく

いものがあれば、適宜更新を行うこと。なお、設置・更新の際は、「２．施設整備」に記載の

とおりとなるので、必要な申請・届等を行うこと。 
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別紙「賃貸借物件の表示」(都市局所管駐車場（キャナルタウン中央）所有区分及び維持管理更新区分表) 

 

 

 

 

 

１.対象区画

【参考】

資産の概要（ただし、建築内装以外についての詳細は、３．主要設備概要のとおり）

A区分 神戸市

B区分 ビル

C区分 借主

A区分 C区分 備考
床 コンクリート打放
壁・柱 コンクリート打放
天井 コンクリート打放

建物
対象区画内のサッシ及び
出入り口用シャッター、ドアまで

駐車設備 付属品 サイン・カーブミラー等
電灯・コンセント設備 対象区画内の各機器まで
動力設備 対象区画内の各機器まで
電話設備 各端子盤の2次側端子まで
テレビ共聴設備 各端子盤の2次側端子まで
インターホン設備 対象区画内の各機器まで
非常照明・誘導灯設備 対象区画内の各機器まで
自動火災報知設備 対象区画内の各機器まで
非常コンセント設備 対象区画内の各機器まで
非常放送設備 対象区画内の各機器まで
中央監視設備 対象区画内の各機器まで
ITV設備 モニター、カメラ含むシステム一式
駐車管制設備 対象区画内の各機器まで リース契約
給水設備 対象区画内の各機器まで

排水設備
対象区画のために設置する
各機器まで

消火設備 対象区画内の各機器まで

空調設備
対象区画内のドレン管
キャップ止めまで

換気設備 対象区画内に設置する各機器まで
排煙設備 対象区画内の排煙口まで

共用部の為に設置する各機器まで

共用部の為に設置する各機器まで

電気設備関係

駐車場料金所

車　路

分譲住宅専有部分・共用２

共用６

専有部分

専有部分

商業業務施設専有部分・共有２・共有５

共有５

共有５

商業業務施設専有部分・共有２

専有部分

契約者用車室

時間貸し車室

発電機室（発電設備）

エレベーターホール（全3箇所）

消火室

OA・OS機器室

ファン室

ポンプ室 専有部分

専有部分

機械設備関係

歩行者専用通路（東・西・南）

トイレ

多回路開閉機室

受水槽ポンプ室（全2箇所）

スプリンクラーポンプ室（全2箇所）

電気室（変電設備）

B区分項目

建築内装

※  資産区分については、専有部分は神戸市の所有・共用部分はビルの所有

※  業務の対象範囲は網掛け部分。ただし、共用部分については、ビル側で実施する業務を除く。

共用部分の区分

項目 区分

１　分譲住宅・施設用駐車場共用

２　健康ライフプラザ・福祉施設共用

３　商業業務施設・健康ライフプラザ・福祉施設共用

４　分譲住宅・商業業務・健康ライフ・福祉施設共用

５　施設共用

６　全体共用

専有部分（一部共用１・６）

専有部分

専有部分

専有部分

専有部分

　うちＢ101区画の路外駐車場　専有面積6,107.34㎡

　ビルの所在地：神戸市兵庫区駅南通５丁目１－２

　ビルの構造・面積

　ビルの構造：鉄筋コンクリート造地上34階・地下１階(住戸棟部分)

専有部分

入出庫路

　　　　　　　鉄筋鉄骨コンクリート造地上７階・地下１階建(施設棟部分)

　建築面積：4,878.06㎡

(1)キャナルタウン中央駐車場　地下1階自走式平面駐車場（B101区画）専有部分(6107.34㎡)

　建築延床面積：50,891.65㎡
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【主要設備概要】 

 

３．主要設備概要
（1）キャナルタウン中央駐車場
【四輪車専用台数：190台、特定自動二輪車専用台数：15台、住宅用→別(１－５F)】
①駐車管制設備【アマノ製】

機器名称 仕様 数量 設置場所 所有区分
維持管理
更新区分

備考

駐車券発行機 GT2800N １台 1F入庫口

自動料金精算機
NT7700C
高額紙幣、神戸市福祉駐車券対応

２台 B1F駐車場料金所前

カーゲート NT1540 ２台 1F入庫口、B１F出庫口
全体共用部分ループ式感知器・ループコイル ２台 共用部分出入口部分 B B
専用部分ループ式感知器・ループコイル ４本 駐車場専用出入口部分
管制盤 壁付型 １台 B1F駐車場料金所内
②ITV設備
機器名称 仕様 数量 設置場所 所有区分 維持管理更新区分備考
ITV機器架　シーケンシャルスイッチャー TK-W410 ３架

5(1)発券機 １台
6(1)B1FAブロック　(2)B1FDブロック １台
7(1)B1FBブロック　(2)B1FCブロック １台

モニタ【5(1)発券機】接続カメラ 発券機ゲート・共用出口 ２台
モニタ【6(1)B1FAブロック　(2)B1FDブロック】接続カメラ A-1・A-2・A-3・A-4・D-1・精算機ゲート・D-3 ７台
モニタ【7(1)B1FBブロック　(2)B1FCブロック】接続カメラ B-1・B-2・B-3・B-4・B-5・C-1・C-2・C-3 ８台
ハードディスクレコーダ VR-609 １台
ビデオディストリビュータ DU-102 １台
アイフォン TD-24H、TD-1H ２台
液晶ディスプレイ LM-H171 １台 B１F駐車場料金所内 A C
③便所設備【ナースコール】
機器名称 仕様 数量 設置場所 所有区分 維持管理更新区分備考
廊下灯 呼出表示灯 2
押しボタン 2
復旧ボタン 2
呼出表示器 2窓 1 1F防災センター
④便所設備【設備機器】
機器名称 仕様 数量 設置場所 所有区分 維持管理更新区分備考
洋風便器 C-48AS 2 B１F　便所(男女身障者)
和風便器 G-750V 3 B１F　便所(男女)
小便器 US401CS 2 B１F　便所(男)
小便器 US309C 1 B１F　便所(女)
洗面器 L-582C 4 B１F　便所(男女)
洗面器 L-103C 2 B１F　便所(男女身障者)
洗面器 L-593 2 B１F　便所(男女身障者)
シロップタンク SK322 1 B１F　便所(男)
⑤空調設備
機器名称 仕様 数量 設置場所 所有区分 維持管理更新区分備考
パッケージエアコン室内機 ACP-P001 1 B1F駐車場料金所内 ダイキン工業F226TLY-W
パッケージエアコン室外機 ACP-P101 1 B1F駐車場料金所内 ダイキン工業RA226LY-W
全熱交換器 HEX-001 1 B1F駐車場料金所内 松下電器FY-142BQ1
排風機 SEF-P001 1 B1F駐車場 松下電器FY-36BKS-BH
送風機（給気ファン） FS-P001 1 B1F排煙ファン室 松下電器FY-18NCF
送風機（給気ファン） FS-P002 1 B1F泡消火ポンプ室 松下電器FY-18NCS1
送風機（給気ファン） FS-P005 1 B1F駐車場 松下電器FY-48FKD-BC
送風機（排気ファン） FE-P001 1 B1F排煙ファン室 松下電器FY-18NCF
送風機（排気ファン） FE-P002 1 B1F泡消火ポンプ室 松下電器FY-18NCS1
送風機（排気ファン） FE-P003 1 B１F　便所(男) 松下電器FY-23NCT
送風機（排気ファン） FE-P004 1 B１F　便所(女) 松下電器FY-23NCT
送風機（排気ファン） FE-P005 1 B1F駐車場 松下電器FY-54FKD-BC
誘引ファンユニット DFU-P001 45 B1F駐車場 日本フレクトSPAC-120-Ⅱ
⑥空調設備制御装置
機器名称 仕様 数量 設置場所 所有区分 維持管理更新区分備考
CO2制御装置 CO2温度発振器 1 B1F駐車場 山武CY7000A
ファン制御装置 温度調節器 1 B1F駐車場 山武H615A
⑦排水ポンプ設備
機器名称 仕様 数量 設置場所 所有区分 維持管理更新区分備考
雨水　西スロープ系統 1.5Kw　65φ×300L/分×10m 2 B1F駐車場
雨水　東側系統 1.5Kw　50φ×200L/分×10m 2 B1F駐車場
雨水　西側系統 1.5Kw　50φ×200L/分×10m 2 B1F駐車場
雨水　ドライエリア系統 2.2Kw　100φ×650L/分×10m 2 B1F駐車場 B B
汚水　東側系統 2.2Kw　65φ×150L/分×10m 2 B1F駐車場 A C
湧水　東側系統 0.75Kw　50φ×150L/分×10m 2 B1F駐車場
湧水　西側系統 0.75Kw　50φ×150L/分×10m 2 B1F駐車場
⑧自動ドア設備
機器名称 仕様 数量 設置場所 所有区分 維持管理更新区分備考
自動ドア DS-21　電動油圧式 1 B1Fエレベーターホール A C ナブコ

リース物件
（C物件）

リース物件
（C物件）

A

14型ブラウン管カラーモニタ

B

B1F　便所（男女身障者）

1F防災センター

駐車場内各所

1F防災センター

A

A

A

A

B B

C

C

リース契約により設置
（C物件）

リース契約により設置
（C物件）

B

C

C

C

C

C
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別紙 「リスク分担表」 

 本契約書の各条項、仕様書、及び別紙「賃貸借物件の表示」 (都市局所管駐車場（キャナルタウン中央）所有区分及

び維持管理更新区分表)により、責任分担若しくは費用負担が定まっているものを除き、リスクの分担については、以下

の表のとおりとする。なお、リスク分担によっても定まらないものについては、甲・乙の協議により決定する。 

項      目 
リスク分担 

市 運営事業者 

法令等の変更 
賃料の変更、駐車場の管理運営に影響を及ぼす法令等の変更 協議による 

上記以外の法令等の変更  ○ 

税制度の変更（賃料にかかる消費税を除く）  ○ 

物価・金利の変動  ○ 

駐車場利用者数の変動  ○ 

事故発生 

（情報漏えい等を含む） 

運営事業者の責めに帰すべき事由によるもの  ○ 

施設・設備の設置に関する瑕疵によるもの 

（「所有区分」が A 区分のもの） 
○  

施設・設備の設置に関する瑕疵によるもの 

（「所有区分」が C 区分のもの） 
 〇 

上記以外の理由によるもの 協議による 

施設・設備の損傷 

運営事業者の故意・過失によるもの  ○ 

施設・設備の設計・構造上の原因によるもの 

（ただし、入出庫管理設備及び料金精算設備） 
 ○ 

施設・設備の設計・構造上の原因によるもの 

（入出庫管理設備及び料金精算設備を除く「所有区分」が A

区分のもの） 

○  

施設・設備の設計・構造上の原因によるもの 

（「所有区分」が C 区分のもの） 
 〇 

上記以外の理由によるもの 協議による 

備品の損傷  ○ 

周辺地域・住民・利用者へ

の対応 

駐車場の設置に関する訴訟・苦情・要望等の対応 ○  

駐車場の運営内容に関する訴訟・苦情・要望等の対応  ○ 

上記以外のものに関する訴訟・苦情・要望等の対応 協議による 

第三者への賠償（国家賠償

法に基づく求償権を市が運

営事業者に行使する場合を

含む） 

運営事業者の業務により損害を与えた場合  ○ 

施設・設備の設置に関する瑕疵によるもの 

（「所有区分」が A 区分のもの） 
○  

施設・設備の設置に関する瑕疵によるもの 

（「所有区分」が C 区分のもの） 
 〇 

上記以外の理由で損害を与えた場合 協議による 

事業の中止、変更、延期 
運営事業者の責めに帰すべき事由によるもの  ○ 

市の責めに帰すべき事由によるもの ○  

上記に定めるもののほか不

可抗力（暴風、豪雨、洪

水、地震、落盤、火災、テ

ロ、争乱、暴動その他の市

又は落札者(運営事業者)の

いずれの責めにも帰するこ

とのできない自然的又は人

為的な現象）によるリスク 

事故発生時の初期対応  ○ 

施設・設備・物品の復旧費用 

（ただし、市の所有するものに限る） 
○  

施設・設備・物品の復旧費用 

（ただし、運営事業者の所有するものに限る） 
 ○ 

事業の中止、変更、延期等に伴う費用  ○ 

業務の引き継ぎに関する費用（引き継ぎを受ける場合及び次期事業者に引き継ぐ場合とも）  ○ 

 


